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１　総括
（１）　人件費の状況（普通会計決算）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当を含まない。

2　職員数は平成30年4月1日現在の人数である。

3　人件費と職員給与費の差額は特別職・議員報酬などです。

4　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務職員））の給与費が含まれており、

    職員数には当該職員を含んでいない。

（３）　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） １  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて
 学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
2  （　）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域
 における国家公務員と地方公民の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。
（補正前のラスパイレス指数×（１+当該団体の地域手当支給率）／（１+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）
3　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※　平成31年4月1日のラスパイレス指数が①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合　②３年連続で上昇している場合
③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

15.8 15.0

1,852,344

給与費

　　　　　千円 　　　　　千円

杵築市の給与・定員管理等について

住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支

　　　　　　Ａ

（参考）人件費 人件費率

（平成31年1月1日） 　　　　　　Ｂ 　　　　　Ｂ／Ａ　　　 29年度の人件費率

平成 人　 　　　　　　　千円

30年度

30年度 303 173,356 496,753

計　　　Ｂ

千円

区　　分

区　　分
(参考）類似団体平
均一人当たり給与
費

5,770

平成 人

期末・勤勉手当

千円

1,182,235

3,018,29529,437 19,101,659 407,718

職員数 一人当たり給与費

6,113

Ｂ／Ａ　　

千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円 千円 千円

国に比べて給与構造の見直し等による現給保障を継続しているため。給与制度の改革に取り組む。
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（４）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　　実施　　　　未実施　　］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　

②その他の見直し内容

　

（６）　特記事項

　

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割
合の見直し等に取り組むとされている。

（内容） 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。激変緩和のため、５年間
（平成３２年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。他の給料表については、一般行政職給料
表との均衡を踏まえて見直しを実施。

平成２７年４月１日（給料表の改定実施時期）　
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成31年４月１日現在）

　　　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②　技能労務職

歳 6 人 円 円 円

歳 5 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

③　教育職（幼稚園）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） １　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当を除いたもの）で算出して

　いる。

(2) 　職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

(3)　 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

※　-　の箇所は、該当者なし（一般行政職については、対象経験年数と近い職員を含んでいます。）

－
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308,085

47.4

46.5

53.0

50.9

51.3

平均年齢 職員数

公　務　員

平均給料月額

354,600

355,100

337,050

287,312

307,303

平均給与月額

（Ａ）

平均給与月額

（国比較ベース）

381,766

383,800

371,647

329,380

331,875

371,466

372,300

352,130

－

319,853

－

－

経験年数２５年 経験年数３０年

373,504

367,295

－

－

－

－

経験年数２０年経験年数１０年

254,826

227,205

－

－

－

－

－

－

－

類似団体

一般行政職

技能労務職

教　育　職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

区　　　　　分

361,239

344,107

－

－

区　　分 平均年齢

杵築市

うち調理員

国

大分県

区　　分

314,695 368,118 339,416類似団体

教　育　職 大　学　卒 187,200 209,100

高　校　卒 153,000 153,000 148,600

技能労務職 高　校　卒 153,000

－

361,985

国

150,700

高　校　卒 153,000

国

37.8 274,130 301,630

区　　　　　分 杵　築　市 大　分　県

杵 築 市 42.3 342,754 386,738

大 分 県

平均給料月額 平均給与月額区 分

一般行政職 大　学　卒 187,200

46.0 374,269 412,612

平 均 年 齢

類 似 団 体

329,433

42.1

187,200 180,700

中　学　卒 － －

－

－

－

－

大 分 県 42.8 324,910 397,894 350,932

杵 築 市 43.1 334,900 405,121

平均給与月額

（国比較ベース）

43.4 411,123 ―

平均給料月額 平均給与月額
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)　 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成３１年４月１日現在）

（注） １　杵築市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 ###

  

5　　級

263,000

円

288,900

円

円

円

381,000

円

393,000

円

410,200

円

6　　級
課長、参事、困難な業務を行う課長補佐又は
これらに相当する職務

444,900

350,000

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

43

課長補佐及び主幹の職務又はこれらに相当
する職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

7.8%

362,90024 8.9%

標準的な職務内容 職員数 構成比

1　　級

3　　級

4　　級
係長及び主査の職務又はこれらに相当する
職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

118

1号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

円

144,100

304,200

円

円

194,000

円

230,000

43.7%

7　　級
困難な業務を行う課長又はこれに相当する職
務

　　　　　　　　％

主任の職務又はこれに相当する職務
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

29 10.7%

2　　級
高度の知識若しくは経験を必要とする業務を
行う主事及び技師の職務又はこれらに相当す
る職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

23 8.5%

区　　分

319,200

円

円

　　　　　　　　人

247,600

定型的な業務を行う主事及び技師の職務又
はこれらに相当する職務

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

12 4.4%

15.9%

円

21

１級 4.7% １級 5.1% １級 4.3%

２級 4.7% ２級 4.3%
２級 6.3%

３級 10.7%
３級 9.8% ３級 16.8%

４級 43.7% ４級 46.2%
４級 43.0%

５級 15.9% ５級 15.0% ５級 10.9%

６級 7.8% ６級 9.4% ６級 12.5%

７級 8.9% ７級 7.9% ７級 7.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成31年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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(２)　 国との給料表カーブ比較（行政職（一））（平成３１年４月１日現在）

 (２)　 昇給への人事評価の反映状況

○

昇給可能な区分

○

管理職員

ロ． 人事評価を活用していない

活用予定時期

○

昇給実績がある区分

○

平成31年4月2日から令和2年4月1日

までにおける運用

イ． 人事評価を活用している

○

昇給実績がある区分

一般職員

標準、下位の区分

標準の区分のみ（一律）

昇給可能な区分

　　

○

活用している昇給区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

0
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国10級
杵築市（H31）

国家公務員（H31)

（百円）

給

料

月

額

昇 給

平成31年４月１日時点

国９級

国８級

国７級

国６級

国５級

国４級

国３級

国２級

国１級杵築市１級

杵築市３級

杵築市２級

杵築市５級

杵築市４級

杵築市７級

杵築市６級
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４　職員の手当の状況

 (１)　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ）月分 （ ）月分 ）月分 （ ）月分 ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○　勤勉手当への人事評価の反映状況

(２)　退職手当（平成３１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額である。

(３)　地域手当（平成３１年４月１日現在）

千円

千円

―

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

１人当たり平均支給額（平成30年度）

19.6695

28.0395

39.7575

47.709

24.586875

33.27075

47.709

47.709

39.7575

47.709

活用している成績率 昇給可能な区分 昇給実績がある区分 昇給可能な区分

2.60 1.85

支給対象地域 支給率

標準の成績率のみ（一律）

ロ． 人事評価を活用していない ○

19.6695

28.0395

1.85

0.90

昇給実績がある区分

令和２年度 令和３年度

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５％～２０％
・管理職加算１０％～２５％

国

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

1.45 0.90

551

○

　　 活用予定時期

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

杵築市

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

１人当たり平均支給額（平成30年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５％～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　　５％～２０％
・管理加算　１０％

1.45 1.45

2.60 2.60

1,639 1,730

管理職員 一般職員

イ． 人事評価を活用している

平成３１年度中における運用

杵築市 大分県

支給対象職員数 国の制度(支給率）

東京都特別区 20% 1人 20%

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

国

1.85

0.90

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

－ 19,648

24.586875

33.27075

47.709

47.709

支給実績（平成３０年度決算） 551
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(４)　特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

(５)　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(６)　その他の手当（平成３１年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円同 　－　 　－　

同休日勤務手当

3.9

千円

夜間勤務手当

内容及び支給単価

滞納差押え１回　300円

単身赴任手当

通勤手当
乗用車等を使用する場合　 使用距離に応じて
2,800円～21,400円を支給

定額支給
困難な業務を行う課長・局長　53,000円
課長・局長 45,000円
参事 41,000円

単身赴任者に対して
月額２３，０００円（距離加算あり）

祝日及び年末年始に勤務した職員に通常の時
間単価に135/100を乗じた額を支給

正規の勤務時間として深夜（午後10時～翌日午
前5時）に勤務した職員に通常の時間単価に
25/100を乗じた額を支給

国の制度と

管理職手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

支給実績（平成３０年度決算）

左記職員に
対する支給単価

3,621

278,658

千円

92

252

0

0

0

千円

電車・バスを利用する場合　 月額55,000円を限
度として、６か月を超えない期間で低廉な定期
券の価格を一括支給

家畜の往診

千円

行路病人及び行路死亡人の
収容作業従事手当

行路死亡人等の収容作業従事する職員

手当の名称

598,207

同 　－　 　－　

118,394 円

異なる
乗用車等を使用する場合
使用距離に応じて2,000円
～31,600円を支給

異なる 国より少ない額 17,348

同

87,621

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２９年度決算） 292

円

3,039

支給実績（平成３０年度決算） 98,718

同
25,720 千円

異なる 国は制度なし

異なる
配偶者、配偶者以外、特
定期間による加算額の増
額

54,593 311,960

借家　27,000円／上限

持家　2,800円
(新築・購入から5年間 4,000円)

家畜等診療従事手当 獣医師

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度決算）

円

千円

千円

福祉事務所に勤務する職員

市税の賦課徴収

感染症防疫作業従事手当 感染症防疫作業に従事する職員

社会福祉事務従事手当

主な支給対象職員

5

支給実績 支給職員１人当たり

配偶者　12,000円
配偶者以外　10,000円
※配偶者のない職員の場合の扶養親族の
内　子　1人 11,000円　その他　10,000円
(満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの
子については、1人につき5,500円を加算)

238 千円 徴収外勤　月額　4,200円

行路死亡人収容１回　2,600円

行路病人収容１回　1,600円
収容作業

査察指導

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 325

支給実績（平成２９年度決算）

感染症患者の救護等

感染症原体物件の処理

支給実績
（平成30年決算）

往診手当　往診料の５割以内

123,062住居手当

との異同 異なる内容 （３０年度決算） 平均支給年額

国の制度

（３０年度決算）

手　当　名

扶養手当

24,626 千円

3,716 26,734

月額　4,200円

１日700円

手当の種類（手当数）

％

千円

市税賦課徴収事務従事手当 市税の賦課徴収に従事する職員

主な支給対象業務
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５　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

円 円 円／ 円

月分

月分

円

円

(注） １　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。

２　退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における

　　退職手当の見込額である。

６　職員数の状況
(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。

２　[     ]内は、条例定数の合計である。

議 長 304,000

副 議 長 450,000 264,000
報
酬

648,000

249,000

副 市 長 790,000

区　　　分 給　料　月　額　等

市 長 985,000

450,000

議 員 420,000

500,000

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

小　　　　計 7

合　　計
10

198

8

11

17

234

534

〔  622  〕

544

〔  622  〕

241

6

42

18

6

4

下　水　道 1

そ　の　他 0

交　　　　通 0

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　　　院 6

水　　　　道 0

204

8

39

1

20

89

4

37

6

18

41

27

240

60

（820,000）

（655,000）

任期毎

任期毎

労　　　　働 0

総　　　　務 2

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議　　　　会 0

税　　　　務 1

土　　　　木 0

民　　　　生 1

農  林  水  産 2

商　　　　工 0

小　　　　計

教育部門 △ 3

消防部門 0

衛　　　　生

計

　　　　　　　　区　　分
部　　門

退
職
手
当

（１期の手当額）

市 長

期
末
手
当

市 長 　　（平成３１年度支給割合）

副 市 長 3.30

議 長 　　（平成３１年度支給割合）

副 議 長 3.30

議 員

副 市 長

平成３１年

12,576,000

退職又は死亡した当時の給料月額に在職月数を乗じて得た
額に50/100を乗じて得た額

退職又は死亡した当時の給料月額に在職月数を乗じて得た
額に40/100を乗じて得た額

　　（算定方式）

職員数 対前年
増減数

主な増減理由

業務増（下水道事業）による増員

業務増（ブランド推進関連業務）による増員

業務増（子育て支援関連業務）による増員

職員の育休及び産休に伴う増員

87

19

1

779,000

628,800

410,000

360,000

340,000

平成３０年

300 303

57

246

27

業務見直し（文化振興関連事業等）による減員

業務増（病床数変更）による増員

（支給時期）

19,680,000

17

12

0

〔  0  〕

業務増（住民自治関連業務）による増員

3
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(2)　年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

　

(3)　職員数の推移

　　　　　　　　　　　　　　（単位：人・％）

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 平成２６年度以前の教育部門の職員数には教育長１名を含む。

普通会計計 293

230 235 245 242 240

年　　度

234 226 233 235

63 58 58 57 60 57

38 (7.5%)

241 28 (13.2%)

総合計 506 527 529 532 535 544

公営企業等会計計 213

職員数
人 人 人 人 人 人 人 人

293 303 299 300 303 10 (3.4%)

△ 6 (△ 9.5%)

消防

教育

246 16 (7.0%)一般行政

55歳 59歳

54490 86 60 43 51 43 16 36 51 49 55

人 人 人 人 人

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年
過去５年間

の増減数（率）部　門　別

～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳

以上39歳 43歳 47歳 51歳

区　分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

～

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

(１)　水道事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費　千円を含まない。

（注） １　職員手当には退職給与金を含まない。

２　職員数は平成３０年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 　「団体平均」とは、市町村（政令指定都市を除く。）の平均値である。

③職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当（平成３１年４月１日現在）

千円　 千円　

（平成３０年度支給割合） （平成３０年度支給割合）

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

区分

Ｂ　

千円　

48,716

純損益又は

実質収支

千円　

72,837

区分

平成

30年度

総費用

17.3

Ａ  

千円　

327,826

千円　

34,892

給与費 一人当たり給与費

　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　

千円　

6,978

　　　　　　Ｂ／Ａ

％　

14.9

1.45 0.90

1.85

0.90

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

千円　

6,181

平成

給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

％　

める職員給与費比率

職員給与費比率

職員給与費 総費用に占める

44.3 340,929

585,240

5,403 8,791

千円　 千円　千円　

20,698

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５％～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５％～１５％

１人当たり平均支給額（平成３０年度） １人当たり平均支給額（平成３０年度）

1,796 1,639

人

職員数

Ａ

5

－

杵築市 杵築市（一般行政職）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２９年度の総費用に占

（参考）

514,169

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

　　　　　計　　　Ｂ

団 体 平 均

基本給 平均月収額

杵 築 市 44.6 345,227

30年度

2.60

1.45

2.60 1.85

事 業 者 －
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イ 退職手当（平成３１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

　％

エ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

39.7575 47.709 39.7575 47.709

47.709 47.709 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

支給実績（平成３０年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

水道施設修繕 水道課に勤務する職員
正規の勤務時間外に緊急
呼び出しにより水道施設の
補修等に従事

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 5,900

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 675

支給実績（平成２９年度決算） 3,486

職員１人当たり平均支給年額（平成２９年度決算） 697

－ 19,648－ －

1

杵築市(水道事業） 杵築市

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

4,048

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075

左記職員に対する支給単価

支給実績（平成３０年度決算） 29

１回につき500円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度決算） 71.4

手当の種類（手当数）

手当の名称

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875
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オ その他の手当（平成３１年４月１日現在）

千円

千円

千円

0

0

円

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深
夜（午後10時～翌日午前5
時）に勤務した職員に通常
の時間単価に25/100を乗
じた額を支給

同 円

管理職手当

定額支給
困難な業務を行う課長・局
長　53,000円
課長・局長 45,000円
参事 41,000円

同

0

51,360

0

手　当　名 内容及び支給単価 の制度との

支給職員１人当たり

平均支給年額

（平成３０年度決算）

168,000

135,840 円

扶養手当

配偶者　12,000円
配偶者以外　10,000円
※配偶者のない職員の場
合の扶養親族の
内　子　1人 11,000円　そ
の他　10,000円
(満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子に
ついては、1人につき5,500
円を加算)

同

一般行政職の制度と

異なる内容

支給実績

（平成３０年度決算）

異同

一般行政職

840

679

256

千円

千円

同

円

乗用車等を使用する場合
使用距離に応じて2,800円
～21,400円を支給

同

持家　2,800円
(新築・購入から5年間
4,000円)

同

通勤手当

電車・バスを利用する場合
月額55,000円を限度とし
て、６か月を超えない期間
で低廉な定期券の価格を
一括支給

同

円

住居手当

借家　27,000円／上限
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　(2)　病院事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費　千円を含まない。

（注） １　職員手当には退職給与金を含まない。
２　職員数は平成３１年３月３１日現在の人数である。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）
（医師）

歳 円 円

歳 円 円

（看護師）

歳 円 円

歳 円 円

（事務）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

　　　　基本給とは、給料と扶養手当の合計額である。

　　　　平均月収とは、平均年収を１２で割った金額である。

③職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当（平成３１年４月１日現在）

千円　 千円　

（平成３１年度支給割合） （平成３０年度支給割合）

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

45.0 570,599 1,413,587

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給

杵築市 杵築市（一般行政職）

2.60 1.85

1.45 0.90

１人当たり平均支給額（平成３０年度） １人当たり平均支給額（平成３０年度）

1,323 1,639

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５％～１５％

杵 築 市 39.3 623,125 1,092,864

一 般 市

区分

総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める （参考）

実質収支 職員給与費比率 ２８年度の総費用に占

Ａ  Ｂ　

千円　

　　　　　計　　　Ｂ　　　　　　　　Ｂ／Ａ　　 一人当たり給与費

平成

杵 築 市

19630年度

　　　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

平成 千円　 千円　 千円　 ％　 ％　

30年度 2,705,807 -18,009 1,175,159 43.4 44.9

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

平均月収額

杵 築 市 43.2 279,879 346,061

一 般 市 39.3 292,417 467,031

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

区分
職員数 給与費 一人当たり給与費 （参考）類似団体平均

　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

　　　　人 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

41.0 304,199 401,537

一 般 市 42.9 324,084

715,508 194,969 263,356 1,173,833 5,988 6,890

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.6 1.85

1.45 0.9

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算５％～１５％

497,283
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イ 退職手当（平成３１年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 　退職手当の１人当たり平均支給額は、平成３０年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

千円

　円

　％

往診手当 病院に勤務する医師

医師手当 病院に勤務する医師 医師業務 10年以上勤務する医師又は10年以
上勤務することを誓約し、事業管理
者が認める医師に対し、給料月額
の60パーセント以内とする。

39.7575

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

手当の種類（手当数） 18

33.27075

47.709

47.709

39.7575

47.709

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

杵築市

研究手当 病院に勤務する医師
給料及び初任給調整手当を合算し
た月額の20パーセント

24.586875

33.27075

47.709

19.6695

28.0395

3,925

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

24.586875

月額　40,000円

医長手当 病院に勤務する医長である医師

22,94215,759

往診業務

直接往診に従事した医師に対し、
社会保険診療報酬額に定める往診
料の５割以内とする。ただし、医師
の正規の勤務時間における往診手
当については、月額4,000円を支給
する。

手術手当
病院に勤務する医師 手術業務

医長業務

医師業務

支給実績（平成３０年度決算） 59,864

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 570,130

19.6695

28.0395

直接手術に従事した医師に支給す
る。その額は、社会保険診療報酬
額の１割以内とする。ただし、1,000
点以上の手術に限る。

月額　20,000円

杵築市（病院事業）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

47.709

47.709

－

月額　70,000円

部長手当 病院に勤務する部長である医師 部長業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度決算） 55.0
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夜間休日呼出手当 病院に勤務する医師
当直以外の医師による診
療業務

日当直以外の医師が外来患者診
療及び病棟診療のため呼び出しを
受けた場合、患者１名につき2,000
円（午後10時から翌日午前８時30
分までは4,000円）を支給する。

死体処置業務

月額　8,000円

副看護師長手当

看護師長手当

月額　5,000円

病院に勤務する薬剤師 薬剤師業務

死体処置手当

訪問診察手当 病院に勤務する医師

月額　50,000円

１体　2,000円

夜間看護手当 病院に勤務する看護師

病院に勤務する看護師

看護師長業務

当直中の医師の時間外診療につ
いて、外来新患相当の患者に対し
診療を行った場合１名につき1,000
円（午後10時から翌日午前８時30
分までは2,000円）を支給する。

外来診療を行わない日の
呼出待機

医師が勤務時間外に呼出待機を
行った場合、午前８時30分から午後
５時までの時間帯及び午後５時から
翌日午前８時30分までの時間帯毎
に１回につき3,000円の待機手当を
支給する。

待機手当 病院に勤務する医師

正規の勤務時間の一部又
は全部が深夜に行われる
看護等の業務等

看護師が正規の勤務時間により勤
務の全部又は一部が深夜（午後10
時以降、翌日の午前５時までの間）
において行われる看護等の業務に
従事した場合、その勤務が２時間
以上４時間未満については勤務１
回につき3,100円、４時間以上につ
いては3,600円、深夜の全部を含む
勤務であるときは7,300円を支給す
る。

病院に勤務する師長である看護師

待機手当 病院に勤務する看護師 呼出に対する待機業務 1回　2,000円～3,000円

放射線技師業務 月額　6,000円

病院に勤務する副師長である看護師 副看護師長業務

放射線取扱手当

勤務時間内における小児予防接種
に従事した医師につき、１週１万円
の診療手当を支給する。

勤務時間内における乳幼児健診に
従事した医師につき、１日１万円の
診療手当を支給する。

訪問診察業務
直接訪問診察に従事した医師につ
き１件２千円を支給する。

病院に勤務する放射線技師

診療手当 病院に勤務する医師

老人ホーム診療（嘱託診
療）

乳幼児健診

夜間診療手当 病院に勤務する医師 夜間当直中の診療業務

勤務時間内における老人ホーム診
療（嘱託診療）のため病院外におい
て直接診療に従事した医師につ
き、１日１万円の診療手当を支給す
る。

小児予防接種

薬剤師手当
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エ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

オ　その他の手当（平成３１年４月１日現在）  

医師　20,000円/回

その他の職員　7,200円/回

副院長　　月額 100,000円

円

円

借家　27,000円／上限

異

役職と金額が異なる

同

の制度との

支給職員１人当たり

円持家　2,800円
(新築・購入から5年間
4,000円)

同

一般行政職の制度と

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（平成３０年度決算）

19,030千円

14,943千円

26,382千円

2,218千円

（平成３０年度決算）

電車・バスを利用する場合
月額55,000円を限度とし
て、６か月を超えない期間
で低廉な定期券の価格を
一括支給

同

円

勤務時間が５時間以内は、
3,600円とする。当直時21時か
ら翌朝７時の間に、電話対応
込みで５件以上の対応を行っ
た場合は、1,800円を加算す
る。12月29日から翌年１月３日
までの休日の勤務は、当直料
の５割増とする。

管理職手当

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算） 223

支給実績（平成２９年度決算） 43,408

264,308

166,028

164,890

乗用車等を使用する場合
使用距離に応じて2,800円
～21,400円を支給

同

看護部長　月額　80,000円

扶養手当

配偶者・子　10,000円
配偶者・子以外　6,500円
※配偶者のない職員の場
合の扶養親族の
内　子　1人 10,000円　そ
の他　8,000円
(満16歳の年度初めから満
22歳の年度末までの子に
ついては、1人につき5,000
円を加算)

148,656

1,109,150

事務長　　本俸の20％

院長　　　月額 140,000円

円

支給実績

円

支給実績（平成３０年度決算） 36,316

11,001千円

宿日直手当 異

職種と金額が異なる
（一般行政職での支給実
績はない）

住居手当

通勤手当

異なる内容

夜間勤務手当

正規の勤務時間として深
夜（午後10時～翌日午前5
時）に勤務した職員に通常
の時間単価に25/100を乗
じた額を支給

同

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２９年度決算）

一般行政職

異同

268

同

25,215千円 211,892

勤務時間が５時間以内は、
10,000円とする。土日及び祝
祭日並びに12月29日から翌
年１月３日までの休日等外来
診療を行わない日の勤務は、
当直料の５割増とする。
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